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プロジェクト② 
世界各国から多くの人が流入することで懸念さ
れる感染症流行を迅速に探知するための感染

症サーベイランスの強化 
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資料２－２ 



 
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以下、「法」という。）第12条から
第16条に基づき、 
 
 感染症に関する医師等からの情報収集 
 専門家による解析（必要に応じ、感染症の発生の状況、動向及び原因を明らかにするため

の調査（積極的疫学調査）） 
 国民・医療関係者への情報提供及び公開 
を行うことにより、感染症に対する有効かつ的確な予防対策を図り、多様な感染症の発生・拡
大を防止することを目的とする。 
 
【創設年度】 平成11年度 
【実施主体】 都道府県、政令市、特別区 
【負担率】 1/2 
【関連規定】 
○法第12条（全数把握）･･･医師から都道府県知事に届け出 
○法第13条（動物由来感染症の全数把握）･･･獣医師から都道府県知事に届け出 
○法第14条（定点把握）･･･都道府県知事が開設者の同意を得て指定届出機関を指定 
         指定届出機関の管理者は都道府県知事に届け出 
○法第15条（積極的疫学調査）･･･感染症の発生の状況、動向及び原因を明らかにするための調査 
○法第16条（感染症情報の公表）・・・収集した情報の分析、インターネット等の方法による公表 
             注）氏名等の個人を識別できる情報を除く。 

コンセプトと具体的な取組内容 

感染症サーベイランス事業（感染症発生動向調査事業）とは 
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【参考】感染症法の対象となる感染症  
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平成26年7月26日現在 



保健所設置市・特別区の本庁 

○一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、新型インフルエンザ等感
染症及び五類感染症（全数把握対象疾患）の患者等を診断した医師 

○指定届出機関（患者定点）の管理者 
  当該医療機関の医師が五類感染症（定点把握   
  対象疾患）の患者等を診断した場合 

国 
 

民 
 

・  

医 
 

療 
 

関 
 

係 
 

者 

保      健      所 
・保健所管内の患者情報の解析 

地方感染症情報センター 
・都道府県内等の患者情報、病原体情報の解析 

都  道  府  県  庁 

厚  生  労  働  省 
      国立感染症研究所（感染症疫学センター） 

情
報
の
提
供
及
び
公
開 

届出（第12条） 

図中①：保健所を設置する市又は特別区が存在する場合 
図中②：都道府県が直接保健所を設置している場合 

① 

② 

患者情報の収集・分析及び提供・公開体制 

届出（第14条） 
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主な研究開発項目（例） 

① 昆虫媒介性ウイルス感染症に対する総合的対策に関する研究 
 

デング熱をはじめとした昆虫が媒介する感染症について、ウイル
スの分子疫学的解析や病原性の解析を行うとともに、検査診断
法の開発のための科学的基盤の形成など、昆虫媒介性ウイルス
感染症の対策に資する研究を実施。  

② 感染症の診断機能向上のための研究 
 

感染症の診断について、新興感染症の発生に備え、医療機関が
自ら実施することが可能な迅速･簡便な病原体検査法の開発に
関する研究を行うなど、感染症の早期診断・治療並びに発生動
向の迅速かつ正確な把握に資する研究を実施。 
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病原体の動向について公表 

 発生動向調査により得られた情報については、インターネット等を利用して速やかに公表 

啓発ポスターの作成 

インフルエンザ 
流行レベルマップ 

（国立感染症研究所 
ＨＰで情報を提供） 

患者発生の動向について公表 

インフルエンザの発生状況について 
（毎年9月～3月を目途に毎週公表） 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

 通常の流行状況と異なる動向を検知した場合等、適宜注意喚起等を行い感染症の蔓延の防止を図る 

風しん予防啓発ポスター 麻しん患者の増加について
（情報提供及び協力依頼） 

重症熱性血小板減少症候群（SFTS） 
に関するQ&A（厚労省HP） 

＋ 
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情報の公表・還元 
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